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エネルギー分野のシステム改革関連法案の全体像

【電力】

【都市ガス】

【熱供給】

【規制組織】

電気事業法の改正（第３弾）による法的分離等の実施
※小売全面自由化については第２弾改正法で措置済

ガス事業法の改正による小売全面自由化等の実施

熱供給事業法の改正による料金規制の撤廃等の実施

経済産業省設置法等の改正による新たな規制組織の
創設とエネ庁からの業務の移管等

○「エネルギー基本計画」で示した「市場の垣根を外していく供給構造改革等」を推進するためには、
市場ごとの縦割型産業構造に代わる将来像を志向する制度改革を総合的・一体的に実現する
ことが不可欠。

○このため、電力の第３弾改正法案とあわせて、都市ガス、熱供給に関する制度改革を盛り込ん
だ法案を本通常国会に提出し、平成２７年（２０１５年）６月１７日に成立（同月２４日公布）。

○平成２８年（２０１６年）からの電力の小売全面自由化に先立って平成２７年（２０１５年）中に創設
が必要となる新たな規制組織の設置に関する法律（経済産業省設置法等）とあわせた束ね法
（予算関連法案）としている。
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（参考）本則での改正対象法律の全体像

小売全面自由化

導管部門の法的分離

※小売ガス料金の規制撤廃を可能とする措置については附則で措置。

登録制への変更、料金規制の撤廃等

電気事業法の改正（第1条・第3条関係）

第２弾改正電気事業法の改正（第10条・第11条関係）

ガス事業法の改正（第4～6条関係）

熱供給事業法の改正（第7条関係）

経済産業省設置法の改正（第13条・第14条関係）

ガス事業法の改正（第5条）

ガス事業法の改正（第6条）

熱供給事業法の改正（第7条関係）

電力の市場監視業務

ガスの市場監視業務

熱の市場監視業務

規制組織創設に伴う設置法の改正

送配電部門の法的分離

小売料金規制の撤廃を可能とする措置

一般担保関連の規定整備（電事法以外）

その他改正事項（保安及びネガワット（需要抑
制で生み出された供給力）取引関連の規定の整備）

電気事業法の改正（第3条関係）

第２弾改正電気事業法の改正（第12条関係）

政投銀一般担保法（※）の廃止（第8条関係）

沖縄振興特別措置法の改正（第9条関係）

電気事業法の改正（第2条関係）

【電 力】

【都市ガス】

【熱供給】

【規制組織】

（※）「政投銀一般担保法」の正式名称は「電気事業会社の株式会社日本政策投資銀行からの借入金の担保に関する法律」
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（１） 従来、我が国のエネルギー市場は、電力、ガス、熱等の業態ごとに制度的な「市場の垣根」
が存在。一体的な制度改革により「市場の垣根」を撤廃し、エネルギー企業の相互参入や異
業種からの新規参入を進めることが必要。

（２） これにより、革新的な技術や効率的な経営手法の導入、異なるサービスの融合など、ダイナ
ミックなイノベーションを創発。パイの奪い合いではなく、新たな付加価値の創出が期待される。

（３） 具体的には、総合的なエネルギー市場を創り上げることで、以下のように消費者利益の向
上を図ることが可能。

①それぞれのライフスタイルや趣向に合わせたメニューやサービスが生まれ、光熱費の一体
的な管理も容易となるなど、エネルギー選択の自由度が拡大する。

②シェールガスの権益獲得など、安価な燃料の調達に努力した事業者が業態やエリアを越え
てシェアを伸ばすことなどによりエネルギーコストを削減し、料金の最大限の抑制を実現す
る。

（４） さらに、国内市場に閉じることなく、総合エネルギー企業による海外市場の開拓・獲得も目
指すなど、我が国エネルギー産業に新たな成長の活路を生み出す。

一体改革を行う必要性 4

※ 欧州では、既にエネルギー市場の垣根が撤廃されており、元来電力専業・ガス専業だった事業者が、
新たに電力市場やガス市場に参入している。また、これらの企業は、総合エネルギー企業として、
他の欧州各国や、北米、中東など海外市場の開拓を進めている。



１．電気事業法の一部改正



送配電部門の一層の中立化

○ 電力市場における活発な競争を実現する上では、送配電ネットワーク部門を中立化し、適正な
対価（託送料金）を支払った上で、誰でも自由かつ公平・平等に送配電ネットワークを利用できる
ようにすることが必須。

○ 送配電事業の一層の中立性の確保を図るため、現在認められている発電・小売事業と送配電
事業の兼業を原則禁止する（送配電事業の「法的分離」）。

○なお、送配電会社がグループ内の小売会社を優遇して、小売競争の中立性・公平性を損なうこ
とのないよう、人事や会計などについて適切な「行為規制」を講ずる。
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① 送配電部門の法的分離の実施と行為規制

「行為規制」の具体的内容

１．人事等における中立性確保のための措置

２．業務委託における中立性確保のための措置

３．ファイナンス取引に関する措置

４．その他社名や広告などに関する措置

５．行為規制を遵守する体制整備に関する措置



一般担保・料金規制の撤廃

○一般電気事業者に認められている「一般担保」の付いた社債を発行できる特例について、適正な
競争関係（イコールフッティング）を確保する必要性等を踏まえ、一般担保付社債の発行に関する
規定を本則から廃止。

○ただし、現在の一般電気事業者の足元の資金調達環境を考慮し、第３弾改正法の施行から５年
間は、発電会社・送配電会社・持株会社が一般担保付社債の発行を選択できるよう、附則におい
て経過措置を規定 （平成３７年（2025年）まで発行可能）。

※併せて、政投銀一般担保法及び沖縄振興特別措置法上の一般担保付きの貸付金に関する規定についても廃止。

○第２弾改正（小売参入の全面自由化）では、 「規制なき独占」に陥ることを防ぐため、小売電気料
金の規制については経過措置を講じ、当分の間、既存電力会社により規制料金メニューが提供
されるよう措置した（自由料金メニューの提供も可能）。

○第３弾改正法では、この料金規制の経過措置の対象事業者を国が指定する制度に変更。競争の
進展状況を確認した上で、法的分離の実施と同時かそれ以降の時期であって、需要家の利益を
阻害しないと判断できる場合には、国が指定を外すことにより、既存電力会社の供給区域（エリ
ア）毎［＝事業者毎］に料金規制の経過措置を解除することを可能とする。
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② 一般担保の在り方の見直し

③ 小売電気料金の規制の撤廃



○安定供給のためのルールやシステムを整備するための準備期間を確保する必要性等を踏まえ、
法的分離は平成３２年（2020年）４月１日に施行する。

○また、３段階にわたる電気事業法改正の最終段階となることから、今後の「課題の検証」について、
第１弾法のプログラム規定に沿って、改めて検証規定を設けている。

○具体的には、①第２段階の施行前、②第３段階の施行前、③第３段階の施行後、それぞれのタイ
ミングにおいて、法施行の状況やエネルギー基本計画の実施状況、需給状況等について検証を
行い、その検証結果を踏まえ、競争条件や資金調達等の観点から必要な措置を講じる旨を規定。

電気事業法の施行期日と検証規定

電気事業法に係る検証規定の概要

附則第７４条 政府は、電気事業制度改革の段階的な実施を踏まえ、第２弾法改正の施行前、第３弾法改正
の施行前、第３弾法改正の施行後５年内のそれぞれの時期において、改正法の施行の状況並びにエネル
ギー基本計画に基づく施策の実施状況、需給状況、料金水準その他の電気事業を取り巻く状況について検
証を行うものとする。

２ 政府は、前項の検証の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、原子力政策をはじめとするエネルギー
政策の変更その他のエネルギーをめぐる諸情勢の著しい変化に伴って電気事業者の競争条件が著しく悪
化した場合又は著しく悪化することが明らかな場合における競争条件改善措置、電気事業者間の適正な競
争関係を確保するための措置、安定供給を確保するために必要な資金の調達に支障を生じないようにする
ための措置等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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④ 施行期日と検証規定



２．ガス事業法の一部改正



小売参入の全面自由化

○現在、一般ガス事業者にしか認められていない家庭等へのガスの供給について、小売の地域独占
を撤廃し、登録を受けた事業者であればガスの小売事業への参入を可能とする。

○小売料金規制を原則撤廃。ただし、需要家保護の観点から、競争が不十分な地域には規制料金メ
ニューの提供を経過措置として義務付ける。

○また、都市ガスの小売全面自由化に併せ、簡易ガス事業（※）について許可制の下での地点独占、
料金規制を廃止し、ガス小売事業者として都市ガスの供給区域に参入することを可能にする。
（※）７０戸以上の団地にLPガスをガス管で供給する事業

○小売参入全面自由化により、「一般ガス事業」や「大口ガス事業」といった区別がなくなることから、
ＬＮＧ基地事業（ガス製造事業）、ガス導管事業、ガス小売事業ごとに、それぞれ必要な規制を課す。
（ＬＮＧ基地事業は届出制、一般ガス導管事業は許可制、特定ガス導管事業は届出制、ガス小売
事業は登録制とする。）

○ ＬＮＧ基地を保有する事業者を対象に、第三者による利用を理由なく拒否することを法律により禁
止。 ※ガス会社のみならず、電力会社等が保有するＬＮＧ基地も同様。

○料金の算定方法など利用条件を約款として届出・公表することを義務付け、条件が不適当な場合
は国が変更を命令。
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① 小売参入の全面自由化

② ライセンス制の導入

③ ＬＮＧ基地の第三者利用



ガス導管網の整備促進、保安の確保

○ 導管部門は、地域独占や料金規制を維持し、安定供給を確保。

○ 全てのガス導管事業者に、導管の相互接続に係る努力義務を課す。

○ 導管接続を促すため、国が事業者間の協議を命令・裁定できる制度を創設。

○ 広域的に便益をもたらす導管の整備費用を、周辺のガス事業者の託送料金に含めて回収できる
制度を創設。（省令で措置）

○導管網の保安及び小口需要家が保有する内管の点検・緊急保安に関する法律上の義務を、従来
の都市ガス事業者などのガス導管事業者に課す。総括原価方式を維持し、保安に必要な投資を
確保。

○消費機器の調査・危険発生防止の周知に関する義務を、消費者と接点の多いガス小売事業者に
課す。

○ 災害発生時も含めた、「公共の安全の維持又は災害の発生の防止」に関するガス事業者間の連
携・協力について、全てのガス事業者に努力義務を課す。自由化や分社後もこれまでと同様の災
害対応ができるよう、ガス導管事業者と新規参入者を含めたガス小売事業者の連携ルール等を整
備する予定。定期的な訓練や情報共有を実施することで、円滑な緊急時対応に備える。
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④ ガス導管網の整備促進

⑤ 保安の確保



導管部門の一層の中立化

○ガス市場における活発な競争を実現する上では、ガス導管部門を中立化し、適正な対価（託送料
金）を支払った上で、誰でも自由かつ公平・平等にガス導管ネットワークを利用できるようにするこ
とが必須。

○ガス導管事業の一層の中立性の確保を図るため、需要家が特に多い導管総距離の長い大手３社
（東京･大阪･東邦）を対象に、現在認められているＬＮＧ基地事業・小売事業とガス導管事業の兼
業を原則禁止する（ガス導管事業の「法的分離」）。（大手３社を除くガス事業者については、「会計
分離」を維持。）

○なお、導管会社がグループ内の小売会社を優遇して、小売競争の中立性・公平性を損なうことのな
いよう、人事や会計などについて適切な「行為規制」を講ずる。
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⑥ 導管部門の法的分離の実施と行為規制

「行為規制」の具体的内容

４．その他社名や広告などに関する措置

５．行為規制を遵守する体制整備に関する措置

１．人事等における中立性確保のための措置

２．業務委託における中立性確保のための措置

３．ファイナンス取引に関する措置



附則第７５条 政府は、全面自由化及び法的分離の後の改正法の施行の状況並びにエネルギー基本計画に
基づく施策の実施状況、需給状況、料金水準その他のガス事業を取り巻く状況について検証を行うとともに、
その結果を踏まえ、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

２ （略）

○新規参入者の存在を前提とした需要家情報システムを新たに構築する必要性等を踏まえ、全面自
由化は、公布の日から２年６月以内の政令で定める日（＝平成２９年（2017年）目途）に施行する。

○安定供給や災害時保安のためのルールやシステムを整備するための準備期間を確保する必要性
等を踏まえ、法的分離は平成３４年（2022年）４月１日に施行する。

○また、電気事業法の改正と同様、制度改革の各段階において、様々な課題について検証を行い、
課題を克服しながら改革を進める必要があるため、こうした趣旨を明らかにする検証規定を設ける。

○具体的には、①法的分離の施行前、②法的分離の施行後、それぞれのタイミングにおいて、法施
行の状況やエネルギー基本計画の実施状況、需給状況等について検証を行い、その検証結果を
踏まえ、必要な措置を講ずる旨を規定。

○また、ＬＮＧの調達並びにガス工作物の保安の確保に支障が生じないよう必要な施策の推進を行う
ことが、政府の責務である旨を規定。

ガス事業法の施行期日と検証規定等

ガス事業法に係る検証規定の概要
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附則第７５条 （略）
２ 政府は、法的分離に係る法改正後のガス事業法の施行に当たっては、ＬＮＧの調達並びにガス工作物の保
安の確保に支障が生じないよう必要な施策を推進するものとする。

ガス事業法に係る責務規定の概要

⑦ 施行期日と検証規定等



３．熱供給事業法の一部改正



熱供給事業法改正（熱供給事業者に対する供給義務及び料金規制の撤廃） 15

○現在「許可制」としている参入規制を、「登録制」とする。

○料金規制や供給義務などの規制は撤廃する。

○ 需要家に対して十分な説明を行わないまま契約を締結する者が現れることなどにより、需要家利
益が阻害されることを防止するため、熱供給事業者に対し、①料金等の説明義務、②書面交付義
務、③苦情処理義務、④必要な供給設備の保有義務などを課す（電気事業法と同様の措置）。

○また、他の熱源（エアコン、ガスストーブ等）に容易に切り替えることができない需要家（団地の家庭
需要家等）が存在することを踏まえ、こうした需要家に対して熱供給を行う熱供給事業者に対して
は、料金規制や供給義務などの規制を経過措置として存続させる。

○公布の日から１年６月以内の政令で定める日（＝平成２８年（2016年）目途）に施行する。

○日本全国に７６事業者、１３７地点が操業中
（平成２７年４月現在）【代表的な事例】

・六本木ヒルズ地区

・東京スカイツリー地区

・品川八潮団地

・みなとみらい２１中央地区

一般電気事業 一般ガス事業 熱供給事業

供給区域面積※１ 100% 5.8% 0.01%
需要家数 8,466万件 2,935万件 3.6万件

事業規模※２ 18,156億円 193億円 10億円

従業員数※２ 12,929人 154人 17人
※１ 日本の国土面積に占める割合 ※２ 一供給区域当たり

熱供給事業は、一般電
気事業や一般ガス事業
とは異なり、地域の限ら
れた、地点型の事業。

① 熱供給事業者に対する規制の合理化

② 需要家を保護するための措置

③ 施行期日



４．経済産業省設置法等の一部改正
（電力・ガス取引監視等委員会の設立 ）



○ 外部有識者５名を委員とする「電力・ガス取引監視等委員会」を設立し、従来にない権限を有する最も強い
８条委員会とする。

○ 監視・規制の対象者である電気・ガス事業者等から「独立」し、電気・ガス事業者等と伍することができる
「高度の専門性（『規制の虜』とならないようにする）」を有する組織とする。

（１）独立性

○ 経済産業大臣直属の組織とする（資源エネルギー庁には設置しない）。
○ 委員は、個々の職務遂行について誰からも指揮監督を受けないこととする。
○ 委員会に、専属の事務局を設置する。
○ 委員会の単独行使権限として、事業者に対し業務改善勧告等を行う権限を付与する（最も強い権限を有する８条委員会）。

電力・ガス取引監視等委員会の設立 （経済産業省設置法、電気事業法、ガス事業法、熱供給事業法の改正） 17

委員

○委員は、法律、経済、金融又は工学の専門的な知識と経験を有し、その職務（市場監視等）に関し公正
かつ中立的な判断をできる者のうちから、経済産業大臣が任命。

○５名の委員を非常勤とすることで、非常勤でしか勤務できない者も含め幅広い層の中から委員を任命。
ただし、委員のうち少なくとも常時２～３名が出勤する勤務形態とする。

事務局職員 ○外部の専門人材（弁護士、公認会計士等）を積極的に採用。

① 電力・ガス取引監視等委員会の業務

② 特徴

（２）高度の専門性

ⅰ）小売全面自由化等を踏まえた電力・ガス・熱の取引の適切な監視
• 説明義務の履行状況等に係る立入検査、事業者への業務改善勧告、経過措置料金の審査実務、大臣への意見具申等

ⅱ）電力・ガスのネットワーク部門の中立性確保のための厳格な行為規制の実施
• 差別的取扱い・グループ内の取引規制等に係る立入検査、事業者への業務改善勧告、託送料金の審査実務、大臣への

意見具申等
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① 地方税法

② 道路法

③ 共同溝の整備等に関する特別措置法

④ 法人税法

⑤ 登録免許税法

⑥ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

⑦ 電源開発促進税法

⑧ 石油コンビナート等災害防止法

⑨ 大規模地震対策特別措置法

⑩ 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

⑪ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

⑫ 特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律

⑬ 地価税法

⑭ 独立行政法人製品評価技術基盤機構法

⑮ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

⑯ 新型インフルエンザ等対策特別措置法

⑰ 原子力発電における使用済み燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律

⑱ 経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律

⑲ 行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（参考）関係法律の整備等 18

○ガス事業法における事業区分の見直しに伴う公益事業特権の措置、その他条文番号のズレに伴
う規定の整備等を行うため、以下の法律について所要の改正を行う。

○また、電気・ガスの法的分離の実施に伴う税制措置や、施行に当たって必要となる各種経過措置
についても附則で規定。


